
JP 2013-88874 A5 2014.11.20

10

【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第６部門第３区分
【発行日】平成26年11月20日(2014.11.20)

【公開番号】特開2013-88874(P2013-88874A)
【公開日】平成25年5月13日(2013.5.13)
【年通号数】公開・登録公報2013-023
【出願番号】特願2011-226225(P2011-226225)
【国際特許分類】
   Ｇ０６Ｆ   3/12     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ  29/00     (2006.01)
   Ｂ４１Ｊ  29/38     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｇ０６Ｆ   3/12    　　　Ｋ
   Ｂ４１Ｊ  29/00    　　　Ｚ
   Ｂ４１Ｊ  29/38    　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成26年10月3日(2014.10.3)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項３】
　前記取得手段は、トータルカウンタと部門カウンタとのカウンタ値を取得し、
　前記格納手段は、前記取得したトータルカウンタと部門カウンタのカウンタ値の間に整
合性がない場合には、前記試行手段により取得された前記複製の指示を受信に応じて複製
されたカウンタ値の一部を有効なカウンタ値として格納することを特徴とする請求項２に
記載の管理システム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項４】
　前記指示手段は、前記画像形成装置が部門課金による管理対象である場合には、前記画
像形成装置に対して、前記複製手段によるカウンタ値の複製の指示を行わないことを特徴
とする請求項３に記載の管理システム。
【手続補正３】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項９】
　前記取得手段は、トータルカウンタと部門カウンタとのカウンタ値を取得し、
　前記格納手段は、前記取得したトータルカウンタと部門カウンタのカウンタ値の間に整
合性がない場合には、前記試行手段により取得された前記複製の指示を受信に応じて複製
されたカウンタ値の一部を有効なカウンタ値として格納することを特徴とする請求項８に
記載の監視装置。
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【手続補正４】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】請求項１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【請求項１０】
　前記指示手段は、前記画像形成装置が部門課金による管理対象である場合には、記画像
形成装置に対して、前記複製手段によるカウンタ値の複製の指示を行わないことを特徴と
する請求項９に記載の監視装置。
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